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（続報）連結子会社の持分 100％を売却する契約の締結に伴う特別利益計上のお知らせ 

新華ホールディングス･リミテッド（以下「当社」といいます。）は、2014 年 1月 29日付のプレス

リリースにてお知らせしました、当社の連結子会社である新華ファイナンシャル・ネットワー

ク・リミテッド（以下「XFN」といいます。）が保有するキジューン・エデュケーション・カンパ

ニー・リミテッド（以下「キジューン」といいます。）の持分 100％を売却する契約（以下「売却」

といいます。）を独立した第三者である個人の買主と締結したことに伴い、特別利益を計上するこ

とになりましたので以下のとおりお知らせいたします。 

 

なお「子会社の概要」、「買収者の概要」、「売却株式数、対価及び売却後株式数」及び「取引ス

ケジュール」の詳細に関しては、2014年 1月 29日付のプレスリリースをご参照ください。 

1    売却理由 

当社は、XFN を通じてキジューンの全持分を 2011 年に買収しましたが、買収後キジューンは

継続して損失及びマイナスの運転資金を計上し、当社グループの援助なくしては厳しい財政

状態でした。その後キジューンは 2012 年 6 月 1 日に全ての事業を停止し、2012 年 9 月 12 日

付のプレスリリースにて当社取締役会がキジューンを清算することを決議した旨をお知らせ

いたしました。 

 

当社は、キジューンが債務超過の状態にあり、清算するためには 6 ヶ月から 12 ヶ月の期間が

掛かり、また費用も最低 10 千米ドル（1 百万円）掛かることに鑑み、キジューンを清算する

代わりに、1 米ドル（105 円）の対価にて、独立第三者に売却することを決定いたしました。 

(注) 上記下線部分の金額は前回 2014 年 1 月 29 日付のお知らせには、「1 千米ドル」と

記載していましたが、正確には上記のとおり「10 千米ドル」となります。 

 

この売却により、当社の財政状態は改善する見込みです。また当該契約に基づき、純資産、

リスク及び報酬移転の効力が発生する日は 2013 年 12 月 31 日です。 
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2    特別利益による業績予想への影響について 

当社は本売却により、キジューンは連結の対象から外れ、負債を整理することにより債務免

除等が発生し、キジューンの持分を保有することによるリスクと報酬は、2013 年 12 月 31 日

に契約の定めに基づき消滅することとなったため、2013 年 12 月期の第 4 四半期に 534 千米

ドル（56 百万円）の特別利益の計上を予定しています。当社のキジューンに対する持分 100％

の売却は、当社の 2013 年 12 月期の財政状態を改善するものでありますが、業績に与える影

響は軽微であることから、本売却及び特別利益計上により 2013 年 12 月期の業績予想を修正

する予定はありません。 

適用為替レート：１米ドル＝105.39 円（2013 年 12 月 30 日現在の東京外国為替市場における

外国為替相場（仲値）） 

以上 
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新華ホールディングス・リミテッドについて 

 

当社、新華ホールディングス・リミテッドは主に中国において事業を展開しているグループ企業です。

当社は金融サービスの事業分野において商品並びにサービスを提供しています。東京証券取引所のマザ

ーズ市場に上場（証券コード：9399）しており、香港に事業本部を構え、中国及び日本に拠点を配し、

グローバルなネットワークを有しています。 

 

詳細は、ウェブサイト：http://www.xinhuaholdings.com/jp/home/index.htm をご参照下さい。 

本文書は一般公衆に向けられたプレスリリースであり、当社株式の勧誘を構成するものではなく、いかなる

投資家も本書に依拠して投資判断を行うことはできません。当社株式への投資を検討する投資家は、有価証

券報告書などの提出書類を熟読し、そこに含まれるリスク情報その他の情報を熟慮した上でかかる判断を行

う必要があります。本書は多くのリスク及び不確定要素を含むいくつかの将来に関する記述を含んでいます。

多くの事項が当社の実際の結果、業績または当社の属する産業に影響を与える結果、将来に関する記述で明

示または黙示に示される当社の業績と実際の将来の数値とは大きく異なることがあります。 

 

 

 

 

 


